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デジタル屋外拡声子局

人権擁護委員さんが新しくなるよ♪

補　正　額… ５億2,100万9千円
補正後の額… 54億3,151万3千円

平成30年度
補正予算

ほせいよさん

　人事院勧告に伴う給与費等のほか、以下の内容により増額補正するものです。

一般会計
補正予算

●歳出の主な内容
・防災行政無線デジタルシステム更新工事

５億 500万円

・小学校給食室棟エアコン設置工事 750万円
　３小学校の給食調理室
にエアコンを２台ずつ設置
する。

・美里町農業振興審議会委員報酬等
　　　　　　　　　　　　　　 15万３千円
 地域活性化施設の具体的な進め方について検討
する農業振興審議会を開催する。

  ・こども医療費支給事業　　　　 58万１千円
 こども医療費の支給年齢拡大に伴う受給者証等
を送付する。

  ・東児玉小学校管理事業（修繕料）49万２千円
　東児玉小学校体育館の
音響設備を修繕する。

  ・遺跡発掘調査事業　　
　　 　 　　　105万４千円
　町内の遺跡発掘調査が１件増えたため。

固定資産評価審査委員会委員の選任
中沢　秀樹  氏（関）再任

任期が満了となるため、再任するものです。

人事
じんじ 公平委員会委員の選任

塚本　富雄  氏（下児玉）再任

任期が満了となるため、再任するものです。

人権擁護委員の候補者の推薦
岡田　和己 氏（中里）新任　　　　逸見　智惠子  氏（沼上）新任

平成31年３月31日に前任者が任期満了となるため、後任として推薦するものです。

じょうれいのかいせい

美里町選挙公報発行条
例（新規）
　美里町議会議員及び美

里町長の選挙における選挙公報発行に必要な事
項を定めるものです。

美里町職員の給与に関する条例の一部改正
　人事院勧告に準じ、職員の勤勉手当や給料表
の改定を行うものです。

美里町議会議員の議員報酬及び費用弁償等
に関する条例等の一部改正　
　議会議員及び町長等の期末手当の改定を行う

ものです。

美里町国民健康保険条例の一部改正
　国民健康保険税の賦課割合の適正化を図るた
め、改正を行うものです。

美里町工場立地促進条例の一部改正
　優遇措置を２
年間延長するた
め改正を行うもの
です。

条例の
制定・改正
じょうれいのせいてい・かいせい

災害時の通信手段確保のため、災害時の通信手段確保のため、
防災行政無線デジタル化防災行政無線デジタル化
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一般会計補正予算一般会計補正予算平成30年度

５億2,100万9,000円

気象情報
河川水位情報
土砂災害警報情報

美里町HP

緊急速報メール

登録制メール

役　場
報

デジタル戸別受信機

防災行政無線は、緊急時の情報等について適確かつ迅速な伝
達を行い確実な情報を周知するために非常に有効な手段です。

美里ＭＳミムリン美里ＭＳミムリン美里ＭＳミムリン

債務負担行為
　債務負担のできる限度額 １億2,295万３千円
　平成31年４月１日から業務を実施する必要があり、
平成30年度中に契約事務等を進めるため設定するも
のです。


